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○租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）（抄） 

 

（企業主導型保育施設用資産の割増償却） 

第十三条の三 青色申告書を提出する個人が、平成三十年四月一日から平成三十二年三月

三十一日までの間に、子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第五十九

条の二第一項に規定する施設のうち児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第六

条の三第十二項に規定する業務（以下この項において「保育事業」という。）を目的と

するもの（以下この項において「事業所内保育施設」という。）の新設又は増設をする

場合（その新設又は増設をする事業所内保育施設とともに当該事業所内保育施設におけ

る保育事業の用に供する遊戯用の構築物、遊戯具その他の政令で定める減価償却資産

（以下この項において「幼児遊戯用構築物等」という。）の取得又は製作若しくは建設

をする場合で、かつ、当該事業所内保育施設につき子ども・子育て支援法第五十九条の

二第一項の規定による助成を行う事業に係る助成金の交付を受ける場合に限る。）にお

いて、当該新設若しくは増設に係る事業所内保育施設を構成する建物及びその附属設備

並びに当該幼児遊戯用構築物等（以下この項及び次項において「企業主導型保育施設用

資産」という。）でその製作若しくは建設の後事業の用に供されたことのないものを取

得し、又は企業主導型保育施設用資産を製作し、若しくは建設して、これを当該個人の

保育事業の用に供したとき（所有権移転外リース取引により取得した当該企業主導型保

育施設用資産をその保育事業の用に供した場合を除く。）は、その保育事業の用に供し

た日（以下この項において「供用日」という。）以後三年以内の日の属する各年分の事

業所得の金額の計算上、当該企業主導型保育施設用資産の償却費として必要経費に算入

する金額は、供用日以後三年以内でその用に供している期間（当該企業主導型保育施設

用資産に係る事業所内保育施設につき当該助成を行う事業に係る助成金で財務省令で定

めるものの交付を受ける期間に限る。以下この項において「対象期間」という。）に限

り、所得税法第四十九条第一項の規定にかかわらず、当該企業主導型保育施設用資産に

ついて同項の規定により計算した償却費の額で当該対象期間に係るものの百分の百十二

（建物及びその附属設備並びに構築物については、百分の百十五）に相当する金額以下

の金額で、当該個人が必要経費として計算した金額とする。ただし、当該企業主導型保

育施設用資産の償却費として同項の規定により必要経費に算入される金額を下ることは

できない。 

２ 第十三条第二項の規定は、前項の規定の適用を受ける企業主導型保育施設用資産の償
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却費の額を計算する場合について準用する。この場合において、同条第二項中「前項」

とあるのは「第十三条の三第一項」と、「その合計償却限度額」とあるのは「同項本文

の規定により必要経費に算入することができる償却費の限度額」と、「同条第一項」と

あるのは「同法第四十九条第一項」と読み替えるものとする。 

３ 第十一条第三項の規定は、第一項の規定又は前項において準用する第十三条第二項の

規定を適用する場合について準用する。 

４ 前項に定めるもののほか、第一項及び第二項の規定の適用に関し必要な事項は、政令

で定める。 

 

（企業主導型保育施設用資産の割増償却） 

第四十七条 青色申告書を提出する法人が、平成三十年四月一日から平成三十二年三月三

十一日までの間に、子ども・子育て支援法第五十九条の二第一項に規定する施設のうち

児童福祉法第六条の三第十二項に規定する業務（以下この項及び次項において「保育事

業」という。）を目的とするもの（以下この項及び次項において「事業所内保育施設」

という。）の新設又は増設をする場合（その新設又は増設をする事業所内保育施設とと

もに当該事業所内保育施設における保育事業の用に供する遊戯用の構築物、遊戯具その

他の政令で定める減価償却資産（以下この項において「幼児遊戯用構築物等」とい

う。）の取得又は製作若しくは建設をする場合で、かつ、当該事業所内保育施設につき

子ども・子育て支援法第五十九条の二第一項の規定による助成を行う事業に係る助成金

の交付を受ける場合に限る。）において、当該新設若しくは増設に係る事業所内保育施

設を構成する建物及びその附属設備並びに当該幼児遊戯用構築物等（以下この項及び次

項において「企業主導型保育施設用資産」という。）でその製作若しくは建設の後事業

の用に供されたことのないものを取得し、又は企業主導型保育施設用資産を製作し、若

しくは建設して、これを当該法人の保育事業の用に供したとき（所有権移転外リース取

引により取得した当該企業主導型保育施設用資産をその用に供した場合を除く。）は、

その用に供した日（以下この項において「供用日」という。）以後三年以内の日を含む

各事業年度の当該企業主導型保育施設用資産の償却限度額は、供用日以後三年以内（次

項において「供用期間」という。）でその用に供している期間（当該企業主導型保育施

設用資産に係る事業所内保育施設につき当該助成を行う事業に係る助成金で財務省令で

定めるものの交付を受ける期間に限る。）に限り、法人税法第三十一条第一項又は第二

項の規定（第五十二条の二の規定の適用を受ける場合には、同条の規定を含む。）にか
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かわらず、当該企業主導型保育施設用資産の普通償却限度額（第五十二条の二の規定の

適用を受ける場合には、同条第一項又は第四項に規定する政令で定める金額）と特別償

却限度額（当該普通償却限度額の百分の十二（建物及びその附属設備並びに構築物につ

いては、百分の十五）に相当する金額をいう。）との合計額（第五十二条の二の規定の

適用を受ける場合には、同条第一項に規定する特別償却不足額又は同条第四項に規定す

る合併等特別償却不足額に相当する金額を加算した金額）とする。 

２ 青色申告書を提出する法人が、適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格現物分配

（以下この項において「適格合併等」という。）により前項の規定（当該適格合併等に

係る被合併法人、分割法人、現物出資法人又は現物分配法人の当該適格合併等の日（適

格合併にあつては当該適格合併の日の前日とし、残余財産の全部の分配に該当する適格

現物分配にあつては当該適格現物分配に係る残余財産の確定の日とする。）を含む事業

年度が連結事業年度に該当する場合（以下この項において「連結法人から引継ぎを受け

た場合」という。）には、第六十八条の三十四第一項の規定）の適用を受けている企業

主導型保育施設用資産（連結法人から引継ぎを受けた場合には、同条第一項に規定する

企業主導型保育施設用資産）の移転を受け、これを当該法人の保育事業の用に供した場

合には、当該移転を受けた法人が前項の供用日に当該企業主導型保育施設用資産を取得

し、又は製作し、若しくは建設して、これを当該供用日に当該法人の保育事業の用に供

したものとみなして、同項の規定を適用する。この場合において、同項に規定するその

用に供している期間は、当該移転の日から供用期間（連結法人から引継ぎを受けた場合

には、同条第一項に規定する供用期間）の末日までの期間内で当該法人自らがその用に

供している期間（当該企業主導型保育施設用資産に係る事業所内保育施設につき子ど

も・子育て支援法第五十九条の二第一項の規定による助成を行う事業に係る助成金で財

務省令で定めるものの交付を受ける期間に限る。）とする。 

３ 第四十三条第二項の規定は、第一項の規定を適用する場合について準用する。 

４ 前項に定めるもののほか、第一項及び第二項の規定の適用に関し必要な事項は、政令

で定める。 

 

（企業主導型保育施設用資産の割増償却） 

第六十八条の三十四 連結親法人又は当該連結親法人による連結完全支配関係にある連結

子法人が、平成三十年四月一日から平成三十二年三月三十一日までの間に、子ども・子

育て支援法第五十九条の二第一項に規定する施設のうち児童福祉法第六条の三第十二項
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に規定する業務（以下この項及び次項において「保育事業」という。）を目的とするも

の（以下この項及び次項において「事業所内保育施設」という。）の新設又は増設をす

る場合（その新設又は増設をする事業所内保育施設とともに当該事業所内保育施設にお

ける保育事業の用に供する遊戯用の構築物、遊戯具その他の政令で定める減価償却資産

（以下この項において「幼児遊戯用構築物等」という。）の取得又は製作若しくは建設

をする場合で、かつ、当該事業所内保育施設につき子ども・子育て支援法第五十九条の

二第一項の規定による助成を行う事業に係る助成金の交付を受ける場合に限る。）にお

いて、当該新設若しくは増設に係る事業所内保育施設を構成する建物及びその附属設備

並びに当該幼児遊戯用構築物等（以下この項及び次項において「企業主導型保育施設用

資産」という。）でその製作若しくは建設の後事業の用に供されたことのないものを取

得し、又は企業主導型保育施設用資産を製作し、若しくは建設して、これを当該連結親

法人又はその連結子法人の保育事業の用に供したとき（所有権移転外リース取引により

取得した当該企業主導型保育施設用資産をその用に供した場合を除く。）は、その用に

供した日（以下この項において「供用日」という。）以後三年以内の日を含む各連結事

業年度の当該企業主導型保育施設用資産の償却限度額は、供用日以後三年以内（次項に

おいて「供用期間」という。）でその用に供している期間（当該企業主導型保育施設用

資産に係る事業所内保育施設につき当該助成を行う事業に係る助成金で財務省令で定め

るものの交付を受ける期間に限る。）に限り、法人税法第八十一条の三第一項の規定に

より同項に規定する個別損金額を計算する場合における同法第三十一条第一項又は第二

項の規定（第六十八条の四十の規定の適用を受ける場合には、同条の規定を含む。）に

かかわらず、当該企業主導型保育施設用資産の普通償却限度額（第六十八条の四十の規

定の適用を受ける場合には、同条第一項又は第四項に規定する政令で定める金額）と特

別償却限度額（当該普通償却限度額の百分の十二（建物及びその附属設備並びに構築物

については、百分の十五）に相当する金額をいう。）との合計額（第六十八条の四十の

規定の適用を受ける場合には、同条第一項に規定する特別償却不足額又は同条第四項に

規定する合併等特別償却不足額に相当する金額を加算した金額）とする。 

２ 連結親法人又は当該連結親法人による連結完全支配関係にある連結子法人が、適格合

併、適格分割、適格現物出資又は適格現物分配（以下この項において「適格合併等」と

いう。）により前項の規定（当該適格合併等に係る被合併法人、分割法人、現物出資法

人又は現物分配法人の当該適格合併等の日（適格合併にあつては当該適格合併の日の前

日とし、残余財産の全部の分配に該当する適格現物分配にあつては当該適格現物分配に
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係る残余財産の確定の日とする。）を含む事業年度が連結事業年度に該当しない場合

（以下この項において「連結法人以外の法人等から引継ぎを受けた場合」という。）に

は、第四十七条第一項の規定）の適用を受けている企業主導型保育施設用資産（連結法

人以外の法人等から引継ぎを受けた場合には、同条第一項に規定する企業主導型保育施

設用資産）の移転を受け、これを当該連結親法人又はその連結子法人の保育事業の用に

供した場合には、当該移転を受けた連結親法人又はその連結子法人が前項の供用日に当

該企業主導型保育施設用資産を取得し、又は製作し、若しくは建設して、これを当該供

用日に当該連結親法人又はその連結子法人の保育事業の用に供したものとみなして、同

項の規定を適用する。この場合において、同項に規定するその用に供している期間は、

当該移転の日から供用期間（連結法人以外の法人等から引継ぎを受けた場合には、同条

第一項に規定する供用期間）の末日までの期間内で当該連結親法人又はその連結子法人

自らがその用に供している期間（当該企業主導型保育施設用資産に係る事業所内保育施

設につき子ども・子育て支援法第五十九条の二第一項の規定による助成を行う事業に係

る助成金で財務省令で定めるものの交付を受ける期間に限る。）とする。 

３ 第六十八条の十六第二項の規定は、第一項の規定を適用する場合について準用する。 

４ 前項に定めるもののほか、第一項及び第二項の規定の適用に関し必要な事項は、政令

で定める。 
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○租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第四十三号）（抄） 

 

（企業主導型保育施設用資産の割増償却） 

第六条の七 法第十三条の三第一項に規定する政令で定める減価償却資産は、次に掲げる

ものとする。 

一 遊戯用の構築物のうち幼児用のものとして財務省令で定めるもの 

二 遊戯具その他の器具及び備品で財務省令で定めるもの 

２ 個人が、その取得し、又は製作し、若しくは建設した建物及びその附属設備、構築物

並びに器具及び備品につき法第十三条の三第一項の規定の適用を受ける場合には、当該

建物及びその附属設備、構築物並びに器具及び備品につき同項の規定の適用を受ける最

初の年分の確定申告書に財務省令で定める書類を添付しなければならない。 

 

（企業主導型保育施設用資産の割増償却） 

第二十九条の四 法第四十七条第一項に規定する政令で定める減価償却資産は、次に掲げ

るものとする。 

一 遊戯用の構築物のうち幼児用のものとして財務省令で定めるもの 

二 遊戯具その他の器具及び備品で財務省令で定めるもの 

２ 法人が、その取得し、又は製作し、若しくは建設した建物及びその附属設備、構築物

並びに器具及び備品（以下この項及び次項において「建物等」という。）につき法第四

十七条第一項の規定の適用を受ける場合には、当該建物等につき同項の規定の適用を受

ける最初の事業年度の確定申告書等に財務省令で定める書類を添付しなければならな

い。 

３ 前項の法人が、その取得し、又は製作し、若しくは建設した建物等に係る法第四十七

条第一項に規定する供用日から同項の規定の適用を受けようとする事業年度開始の日の

前日までの期間内の日を含む各連結事業年度において当該建物等につき法第六十八条の

三十四第一項の規定の適用を受けている場合において、当該適用を受けた最初の連結事

業年度の連結確定申告書等に第三十九条の六十三第二項に規定する財務省令で定める書

類の添付があるときは、前項に規定する最初の事業年度の確定申告書等に同項に規定す

る財務省令で定める書類の添付があつたものとみなす。 

 

（企業主導型保育施設用資産の割増償却） 
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第三十九条の六十三 法第六十八条の三十四第一項に規定する政令で定める減価償却資産

は、第二十九条の四第一項各号に掲げるものとする。 

２ 連結親法人又はその連結子法人が、その取得し、又は製作し、若しくは建設した建物

及びその附属設備、構築物並びに器具及び備品（以下この項及び次項において「建物

等」という。）につき法第六十八条の三十四第一項の規定の適用を受ける場合には、当

該建物等につき同項の規定の適用を受ける最初の連結事業年度の連結確定申告書等に財

務省令で定める書類を添付しなければならない。 

３ 前項の連結親法人又はその連結子法人が、その取得し、又は製作し、若しくは建設し

た建物等に係る法第六十八条の三十四第一項に規定する供用日から同項の規定の適用を

受けようとする連結事業年度開始の日の前日までの期間内の日を含む各事業年度におい

て当該建物等につき法第四十七条第一項の規定の適用を受けている場合において、当該

適用を受けた最初の事業年度の確定申告書等に第二十九条の四第二項に規定する財務省

令で定める書類の添付があるときは、前項に規定する最初の連結事業年度の連結確定申

告書等に同項に規定する財務省令で定める書類の添付があつたものとみなす。 
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○租税特別措置法施行規則（昭和三十二年大蔵省令第十五号）（抄） 

 

（企業主導型保育施設用資産の割増償却） 

第五条の十七 施行令第六条の七第一項第一号に規定する財務省令で定めるものは、滑り

台、ぶらんこ、ジャングルジムその他の遊戯用の構築物で、幼児（児童福祉法（昭和二

十二年法律第百六十四号）第四条第一項第二号に掲げる幼児をいう。次項において同

じ。）に使用させるためのものとする。 

２ 施行令第六条の七第一項第二号に規定する財務省令で定めるものは、遊戯具、家具及

び防犯設備（事業所内保育施設（法第十三条の三第一項に規定する事業所内保育施設を

いう。次項及び第四項において同じ。）を利用する児童福祉法第四条第一項第一号に掲

げる乳児及び幼児が犯罪により被害を受けることを防止し、その安全を確保するために

設置される器具及び備品をいう。）とする。 

３ 法第十三条の三第一項に規定する財務省令で定めるものは、同項に規定する企業主導

型保育施設用資産に係る事業所内保育施設における同項に規定する保育事業の運営費に

つき交付を受ける子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第五十九条の

二第一項の規定による助成を行う事業に係る助成金とする。 

４ 施行令第六条の七第二項に規定する財務省令で定める書類は、法第十三条の三第一項

の規定の適用を受けようとする個人が同項の新設又は増設に係る事業所内保育施設とと

もに同項に規定する幼児遊戯用構築物等の取得又は製作若しくは建設をすること及び当

該個人が当該事業所内保育施設につき子ども・子育て支援法第五十九条の二第一項の規

定による助成を行う事業に係る助成金の交付を受けることが確認できる書類とする。 

 

（企業主導型保育施設用資産の割増償却） 

第二十条の二十 施行令第二十九条の四第一項第一号に規定する財務省令で定めるもの

は、滑り台、ぶらんこ、ジャングルジムその他の遊戯用の構築物で、幼児（児童福祉法

第四条第一項第二号に掲げる幼児をいう。次項において同じ。）に使用させるためのも

のとする。 

２ 施行令第二十九条の四第一項第二号に規定する財務省令で定めるものは、遊戯具、家

具及び防犯設備（事業所内保育施設（法第四十七条第一項に規定する事業所内保育施設

をいう。次項及び第四項において同じ。）を利用する児童福祉法第四条第一項第一号に

掲げる乳児及び幼児が犯罪により被害を受けることを防止し、その安全を確保するため
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に設置される器具及び備品をいう。）とする。 

３ 法第四十七条第一項及び第二項に規定する財務省令で定めるものは、同条第一項に規

定する企業主導型保育施設用資産（同条第二項の規定の適用を受ける場合には、同項に

規定する企業主導型保育施設用資産）に係る事業所内保育施設における同条第一項に規

定する保育事業の運営費につき交付を受ける子ども・子育て支援法第五十九条の二第一

項の規定による助成を行う事業に係る助成金とする。 

４ 施行令第二十九条の四第二項に規定する財務省令で定める書類は、法第四十七条第一

項の規定の適用を受けようとする法人が同項の新設又は増設に係る事業所内保育施設と

ともに同項に規定する幼児遊戯用構築物等の取得又は製作若しくは建設をすること及び

当該法人が当該事業所内保育施設につき子ども・子育て支援法第五十九条の二第一項の

規定による助成を行う事業に係る助成金の交付を受けることが確認できる書類とする。 

 

（企業主導型保育施設用資産の割増償却） 

第二十二条の四十一 法第六十八条の三十四第一項及び第二項に規定する財務省令で定め

るものは、同条第一項に規定する企業主導型保育施設用資産（同条第二項の規定の適用

を受ける場合には、同項に規定する企業主導型保育施設用資産）に係る事業所内保育施

設（同条第一項に規定する事業所内保育施設をいう。次項において同じ。）における同

条第一項に規定する保育事業の運営費につき交付を受ける子ども・子育て支援法第五十

九条の二第一項の規定による助成を行う事業に係る助成金とする。 

２ 施行令第三十九条の六十三第二項に規定する財務省令で定める書類は、法第六十八条

の三十四第一項の規定の適用を受けようとする連結親法人又はその連結子法人が同項の

新設又は増設に係る事業所内保育施設とともに同項に規定する幼児遊戯用構築物等の取

得又は製作若しくは建設をすること及び当該連結親法人又はその連結子法人が当該事業

所内保育施設につき子ども・子育て支援法第五十九条の二第一項の規定による助成を行

う事業に係る助成金の交付を受けることが確認できる書類とする。 

 

 


